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組織的な大学院教育改革推進プログラム審査要項

平 成 ２ １ 年 ４ 月 ９ 日

組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会

組織的な大学院教育改革推進プログラム（平成１９年度、２０年度の事業名

称「大学院教育改革支援プログラム」から変更）は 「大学院教育振興施策要、

綱 （平成18年３月30日文部科学省）及び平成18年３月31日の「大学院設置基」

準 （昭和49年６月20日文部省令第28号）の改正と併せて、社会の様々な分野」

で幅広く活躍する高度な人材を育成する大学院博士課程、修士課程を対象とし

、 、て 優れた組織的・体系的な教育取組に対して重点的な支援を行うことにより

大学院教育の実質化及びこれを通じた国際的教育環境の醸成を推進することを

目的とする。

また、採択された取組を広く社会に情報提供することで、今後の大学院教育

の改善に活用することとする。

組織的な大学院教育改革推進プログラムの審査は、この審査要項により行う

ものとする。

Ⅰ．審査方針

１．大学からの申請に基づき、本事業の大学全体としての位置付けを踏まえ、

コースワークの充実等により大学院教育の実質化が図られ、国際的に魅力あ

る大学院教育が展開・実現されるかという視点から、国際的教育環境の醸成

及び将来性なども考慮し、これまでの教育活動等の実績も加味しつつ、以下

の観点を基に審査を行い、選定する。その際、専攻等の規模の大小にとらわ

れず、各大学の個性や特色にも十分に着目する。

２．選定に際しては、博士課程、修士課程の各段階及び各学問分野における人

材養成機能のバランスのとれた充実・発展を図るよう留意するとともに、人

社系大学院の優れた取組を積極的に評価する。

＜審査の観点＞

１）研究科・専攻における教育の課程

(1) 人材養成目的の明確化が図られているか。

① 人材養成目的が学則等において具体的に明示され、組織的に共有

されているか。

② 身に付けさせる知識・技能は明確になっているか。

大学院設置基準

（教育研究上の目的の公表等）

第一条の二 大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の養成に関する目的そ

の他の教育研究上の目的を学則等に定め、公表するものとする。
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(2) 目的に沿った体系的かつ具体的な教育課程が編成されているか。

※審査に当たっては、各分野の特性にも配慮。

、・(1)②の知識・技能をコースワークの充実等により体系的に身に付けさせ

大学院教育の実質化及びこれを通じた国際的教育環境の醸成に資する教育

課程が具体的に示されているか。

・学位授与までの教育のプロセス管理がなされているか。

・履修指導、講義・実習・実験等の授業形態の組合せ、少人数教育・フィー

ルド授業、情報機器の活用、複数教員による研究指導などの教育方法の工

夫がなされているか。

大学院設置基準

（教育課程の編成方針）

第十一条 大学院は、当該大学院、研究科及び専攻の教育上の目的を達成す

るために必要な授業科目を自ら開設するとともに学位論文の作成等に対す

る指導（以下「研究指導」という ）の計画を策定し、体系的に教育課程。

を編成するものとする。

２ 教育課程の編成に当たつては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門

的知識及び能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基

礎的素養を涵養するよう適切に配慮しなければならない。

(3) 目的に沿った体系的な教育課程を提供するための教員組織が整備され

ているか。

・教育研究上必要な教員（研究指導教員及び研究指導補助教員を含む）が配

置されているか。

・教員組織の活動をより活性化するための適切な措置（例えば、若手教員や

女性教員の活躍促進のための支援、教員の流動性の向上、外国人教員の確

保、教育評価の人事処遇への反映方法など）が講じられているか。

大学院設置基準

第八条 大学院には、その教育研究上の目的を達成するため、研究科及び専

攻の規模並びに授与する学位の種類及び分野に応じ、必要な教員を置くも

のとする。

２ 大学院は、教員の適切な役割分担及び連携体制を確保し、組織的な教育

が行われるよう特に留意するものとする。

(4) 目的に沿って教育内容・方法を改善するための組織的な研究・研修 Ｆ（

） 、 。Ｄ の実施体制等が整備されており 具体的な展開が予定されているか

大学院設置基準

（教育内容等の改善のための組織的な研修等）

第十四条の三 大学院は、当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の

改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。
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(5) 厳格な成績評価と評価基準の明確化のための体制・方法が確立されて

いるか。

大学院設置基準

（成績評価基準等の明示等）

第十四条の二 大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容

。並びに一年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする

２ 大学院は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当た

つては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあら

かじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとする。

大学院教育振興施策要綱

エ 円滑な博士の学位授与の促進

厳格な成績評価と適切な研究指導により、標準修業年限内に学位を授与

することのできる体制の整備等を促進し、課程制大学院制度の趣旨の徹底

を図る。

(6) 学生に対する修学上の支援は適切に行われているか。

・他大学出身の学生や社会人、留学生などに対して補完的な教育を行うなど

学生の流動性を向上させる方策を実施しているか。

・学生への経済的支援が適切に行われているか。

・キャリアパス形成に関する指導が適切に行われているか。

・他大学出身の学生や社会人、留学生などの受け入れや学生の海外派遣を積

極的に行うなど、多様な学生が切磋琢磨し、人材の流動性を向上させる環

境が整備されているか。

大学院教育振興施策要綱

（2） 学生に対する修学上の支援

博士課程（後期）在学者等を対象として、TA（ティーチングアシスタン

ト ・RA（リサーチアシスタント）をはじめとした経済的支援の強化を図）

る。また、多様な学修歴を持つ学生が互いに切磋琢磨しながら自らの能力

を磨いていく環境を醸成するため、学生の流動性の拡大を図る。

(7) 自己点検・評価体制が構築されており、具体的な展開が予定されている

か。

大学院教育振興施策要綱

（1） 実効性ある大学院評価の取組の推進

専門分野別自己点検・評価の促進を図るとともに、専門分野別第三者評

価の形成・導入支援を行う ・・・。
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(8) 積極的な情報提供（目的、魅力ある教育内容・方法、自己点検・評価結

果など）を行うための体制が整備されているか。

２）教育プログラム

(1) 教育プログラムが、大学院教育の実質化（教育の課程の組織的展開の強

化）に資するものであるか。

① １）で示した人材養成目的及び教育の課程に沿った教育プログラム

であるか。

② 社会に求められる高度な人材が育成されるプログラムであるか。
・特定分野における知識・技能だけでなく、関連する分野の基礎的素養の涵

養を図り、学際的な分野への対応能力を含めた専門的知識を活用・応用す

る能力（専門応用能力）を培うプログラム、学生の自立的研究遂行能力や

プロジェクトの企画などのプランニング能力、実験を管理するためのデザ

イン能力を高めるプログラム、理論的知識や能力を基礎として、実務にそ

れらを応用する能力を身に付けさせる教育プログラム、英語力の涵養によ

る国際的コミュニケーション能力を向上させる教育プログラム等、社会に

求められる高度な人材が養成されるプログラムであるか。

③ 体系的なコースワークの充実等による効果的かつ実現性の高いプロ

グラムが具体的に示されているか。

④ １）で示した人材養成目的に即して支援期間終了までに達成を目指

す教育上の目標（教育プログラムの成果を表す数値目標を含む）が設

定され、その達成のための方策が具体的に示されているか。

⑤ 大学全体の中での位置づけが明確となっており、支援期間終了後の

、 。継続的な展開が期待でき 波及効果が認められるものとなっているか
・支援期間終了後、大学による自主的・恒常的な展開が期待でき、その後の

改善充実のための方策が示されているか。

・我が国の大学院全体の教育の実質化に波及効果が認められるものとなって

いるか。

(2) 申請経費の内容が妥当であり、計画上、必要不可欠なものか。



Ⅱ．審査体制等

組織的な大学院教育改革推進プログラムの実施組織は、分野別審査部会（「人社系部
会」、「理工農系部会」、「医療系部会」）において、採択候補を選定した後、必要に応
じて、部会長会議による総合調整を行った上で、組織的な大学院教育改革推進プログラム
委員会に報告し、採択を決定する。

その後、審査結果について文部科学省へ報告する。

１．組織的な大学院教育改革推進プログラムの審査体制

組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会
（委員２５名以内）

部会長会議
（正副委員長、各系部会長等で構成）

組織的な大学院教育改革推進プログラム
委員会委員及び専門委員で構成

分野別審査部会

各系部会相互間の連絡調整及び
総合調整を行う必要がある場合

人社系部会
（例示）
人文学、
社会科学
等
その他人社系を主とする複
合分野

理工農系部会
（例示）
数物系科学、
化学、
工学、
生物学、
農学
等
その他理工農系を主とする
複合分野

医療系部会
（例示）
医学、
歯学、
薬学、
看護学、
保健学
等
その他医療系を主とする複
合分野

※ 分野別審査部会の審査に際しては、上記例示の各専門分野の委員及び専門委員により部会を編成し、
幅広く多面的な観点から、大学院教育の取組を審査する。 なお、上記例示の各分野毎に審査を行うもの
ではない。
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組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会：審査方法、審査方針の決定

ヒアリング対象教育プログラムの選定＜書面・合議審査＞

申請者からの計画調書等及び書面審査表に基づき合議による審査

ヒアリング審査・合議審査

事業実施代表者等から実施計画を聴取し、質疑応答

採択候補教育プログラムの選定

報 告

組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会：採択教育プログラムの決定

分野別審査部会

部会長会議（必要に応じ総合調整）

２．分野別審査部会における審査手順
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審査概要の説明
専門分野の委員等
による書面審査
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１） 分野別審査部会における審査

(1) ヒアリングを実施する教育プログラムの選定

分野別審査部会は、書面及び合議審査により、ヒアリングを実施する教

育プログラムの選定を行う。

① 個別書面審査

分野別審査部会の委員及び書面審査委員は、組織的な大学院教育改

革推進プログラム計画調書に基づき行う個別書面審査に当たっては、

「Ⅰ．審査方針」の各審査の観点に留意しつつ、評価を行う。

なお、個別書面審査の具体的な方法等については別に定める。

② 合議審査

、 、合議審査は ⅰの個別書面審査の結果について審議を尽くした上で

総合評価を下表１により行い、ヒアリングを実施すべき教育プログラ

ムを選定する。

その他、ヒアリングを実施すべき教育プログラムの選定に当たって

必要となる事項は、分野別審査部会が合議により決める。

【表１】

区 分 評 価

○ ・ヒアリングを実施する。

× ・ヒアリングを実施しない。

(2) ヒアリングの実施

① 分野別審査部会において、組織的な大学院教育改革推進プログラム

計画調書に基づきヒアリングを実施する。

その際、書面審査の評価結果を参考とする。

、 「 」 。② 実施に当たっては 別に定める ヒアリング実施要領 により行う

ⅰ 当該教育プログラムの説明者（学長又は副学長（教育担当 、取）

組実施担当者（代表者）等）に対し、ヒアリングを行う。

ⅱ ヒアリングを実施した教育プログラムについては 「ヒアリング、

実施要領」の別紙１の「１．ヒアリングの共通説明事項の評点」に

留意しつつ、評価を行う。

③ 分野別審査部会は、全ヒアリング終了後、審議を尽くした上で、以

下の観点にも留意しつつ、合議により総合評価を下表２により行い、

採択候補（ 余裕があれば、採択候補とする」も含む）を選定する。「

＜観点＞

○ 専攻等の規模の大小にとらわれず、博士課程、修士課程の各段階及

び各学問分野における人材養成機能のバランスがとれているか。
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【表２】

区 分 評 価

○ ・採択候補とする。

△ ・余裕があれば、採択候補とする。

× ・採択候補としない。

２） 部会長会議による総合調整

(1) 分野別審査部会において選定された採択候補の中から、以下の観点か

ら総合調整を行う必要があるときは、部会長会議において合議により総

合調整を下表３により行い、その結果を組織的な大学院教育改革推進プ

ログラム委員会に報告する。

＜観点＞

○ 選定された採択候補（ 余裕があれば、採択候補とする」ものも含「

む）が、本事業の趣旨、目的等に照らして適当なものであるか。

○ 各分野別審査部会の採択候補（ 余裕があれば、採択候補とする」「

ものも含む）全体を見て、専攻等の規模の大小にとらわれず、博士課

程、修士課程の各段階及び各学問分野における人材養成機能のバラン

スがとれているか。

【表３】

区 分 評 価

○ ・採択する。

△ ・余裕があれば、採択する。

× ・採択しない。

(3) 組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会における審査

① 分野別審査部会が選定した採択候補又は、部会長会議における総合調

整の結果について、表４により採択教育プログラムを決定する。

その際、以下の観点から審議を尽くした上で、合議により採択教育プ

ログラムを決定する。

＜観点＞

○ 選定された採択候補が、本事業の趣旨、目的等に照らして適当なも

のであるか。

○ その他、各分野間でさらに調整すべきことがあるか。

【表４】

区 分 評 価

○ ・採択する。

× ・採択しない。
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Ⅲ．その他

１．申請及び支援等

） 、 「 」、「 」、「 」１ すべての学問分野を対象とし 公募は 人社系 理工農系 医療系

の３分野に区分し、申請を受け、審査を行う。

各大学からは、個々の申請について、どの分野での審査を希望するかを

含めて申請を受け、それぞれ大学が希望する分野において審査を行うもの

とする。したがって、申請分野については、他の分野への移し替えはしな

い。

２） 採択件数は、申請状況、事業内容等を勘案の上、全体で２６件程度とす

る （予算の範囲内で、採択件数を調整することがある ）。 。

３） 取組規模（補助対象経費）は、１件当たり年度毎に１億円を上限とし、

支援期間は３年間とする。これらの条件に照らして、教育プログラムに必

要な額であるかという観点から審査を行う。

２．開示・公開等

１） 組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会等の審議内容等の取り扱

いについて

（ 「 」 。）組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会 以下 委員会 という

の会議及び会議資料は、原則公開とする。

ただし、次に掲げる場合であって委員会が非公開とすることを決定した

ときは、この限りでない。

(1) 審査（人選を含む）に関する調査審議の場合

(2) その他委員長が公開することが適当でないと判断した場合

なお、専ら審査に関する調査審議を行う各部会の会議及び会議資料につ

いては、審査の円滑な遂行確保の観点から非公開とする。

２） 委員会の議事要旨は、上記に掲げる場合を除き、原則公開とする。

３） 審査結果（採択された取組）は、文部科学省へ報告するとともに、日本

学術振興会のホームページへの掲載等により、広く社会へ情報提供するこ

ととする。

４） 委員等の氏名について

(1) 委員会の委員の氏名は、予め公表することとする。

(2) 各部会の委員及び専門委員の氏名については、採択後公表するこ

ととする。
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３．委員及び専門委員の遵守事項

１） 利害関係者の排除等

申請に直接関係する委員及び専門委員は、事務局にその旨申し出ること

とし、自己の関係する申請の書面審査及びヒアリングを行わない。

また、委員会及び各部会における当該申請の個別審議に加わることがで

きない。

（利害関係者と見なされる場合の例）

・ 委員及び専門委員が当該大学院研究科の専任又は兼任として在職 就(
任予定を含む。 している場合)

・ 委員及び専門委員が当該大学の役員として在職（就任予定を含む ）。

している場合

・ その他委員及び専門委員が中立・公正に審査を行うことが困難であ

ると判断される場合

なお、上記事例のうち、中立・公正に審査を行うことが困難である

と判断される場合においては、その申し出について委員長が利害関係者

に該当するか否かを判断する。

２） 秘密保持

・ 審査の過程で知り得た個人情報及び対象大学の審査内容に係る情報

については外部に漏らしてはならない。

・ 委員として取得した情報（調書等各種資料を含む）は、他の情報と

区別し、善良な管理者の注意義務をもって管理する。

４．取組の評価

支援期間（３年）終了後、事後評価を行う。

評価に関する方法・内容等については別に定める。




